
◎電気事業法及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律の一部を改正する法律 
（平成一四年一二月一八日法律第一七八号）   

一、提案理由（平成一四年一一月一三日・衆議院経済産業委員会） 

○平沼国務大臣 電気事業法及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律の一部を改正する法律案及び独立行政法人原子力安全基盤機構法案につきまして、そ

の提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 初めに、電気事業法及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一

部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 原子力発電所の自主点検作業に係る不正な記載や、原子炉格納容器の定期検査におけ

る不正な操作は、これまでの原子力の安全確保に対する国民の信頼を大きく損なうもの

でありました。 

 本法律案は、これらが生じたことへの反省に立ち、原子力の安全確保に万全を期し、

国民の信頼が得られるよう、関係の法律におきまして所要の措置を講ずるものでありま

す。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、電気事業法の一部改正であります。この一部改正におきましては、事業者の

自主的な点検を定期自主検査として位置づけた上で、事業者に対し、当該検査を実施す

ること、必要な場合に設備の健全性についての評価を行うこと、これらの結果を記録し、

保存すること及び定期自主検査の実施体制の審査を受けることを義務づけることとして

おります。また、原子力発電所の保守点検を行った事業者に対する報告徴収または資料

の提出の要求を可能とすること、原子力安全規制に関するダブルチェックの実効性を向

上させるため、経済産業大臣が、原子力安全委員会に対し規制の実施状況の報告を行う

こと、罰金額の引き上げ、懲役刑の付加及び法人重課の導入を行うこと等の措置を講ず

ることとしております。 

 第二に、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部改正でありま

す。 

 この一部改正におきましては、原子力発電所以外の原子力施設についても、原子力施

設の保守点検を行った事業者に対する報告徴収を可能とすること、罰則の強化を行うこ

と、原子力安全規制に関するダブルチェックの実効性を向上させるため、主務大臣が、

原子力安全委員会に対し報告を行うこと等の措置を講ずることにより、電気事業法の一

部改正と同等の内容を確保することとしております。 

……………（略）…………… 

 以上が、これらの法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院経済産業委員長報告（平成一四年一一月二八日）   



○村田吉隆君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、経済産業委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、電気事業法及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部

を改正する法律案につきましては、原子力発電に係る安全の確保に関して重大な事案が

発生したことにかんがみ、定期自主検査及び設備の健全性評価の実施等を義務づけるほ

か、罰則の強化を行うこと等の措置を講ずるものであります。 

……………（略）…………… 

 両案は、去る十一月十二日本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会

に付託され、同月十三日平沼経済産業大臣からそれぞれ提案理由の説明を聴取いたしま

した。同月二十日より質疑を行い、同日には参考人から意見を聴取するなど慎重な審査

を行い、昨二十七日質疑を終局いたしました。 

 質疑終局後、自由民主党、民主党・無所属クラブ、公明党、自由党及び保守党の五会

派から、電気事業法及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部

を改正する法律案に対して、 

 原子力発電工作物を設置する者等は、経済産業大臣の報告に係る原子力安全委員会の

調査に協力しなければならないものとすること、 

 定期事業者検査の際、一定期間の経過した後に技術基準に適合しなくなるおそれがあ

る部分があると認めるときは、これを経済産業大臣に報告しなければならないものとす

ること、 

 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に違反する事実を原子力安全

委員会に対しても申告することができるものとすること 

等を主な内容とする修正案が提出されました。 

 修正案について趣旨の説明を聴取した後、両案及び修正案について一括して討論を行

い、まず、電気事業法及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一

部を改正する法律案について採決の結果、修正案及び修正部分を除く原案はいずれも賛

成多数をもって可決され、本案は修正議決すべきものと決しました。次いで、独立行政

法人原子力安全基盤機構法案について採決の結果、本案は賛成多数をもって原案のとお

り可決すべきものと議決いたしました。 

 なお、両案に対しそれぞれ附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一四年一一月二七日） 

○竹本委員 ただいま議題となりました電気事業法及び核原料物質、核燃料物資及び原

子炉の規制に関する法律の一部を改正する法律案に対する修正案につきまして、自由民

主党、民主党・無所属クラブ、公明党、自由党及び保守党を代表いたしまして、その趣

旨を御説明申し上げます。 

 第一は、電気事業法の一部改正についてであります。 



 その一は、経済産業大臣が原子力発電工作物に係る認可等の実施状況について原子力

安全委員会に行う報告は、四半期ごとに行うものとするとともに、経済産業大臣は、当

該報告のほか、この法律の施行の状況であって原子力発電工作物に係る保安の確保に関

するものについても、原子力安全委員会に報告するものとすることであります。 

 その二は、原子力発電工作物を設置する者等は、原子力安全委員会が経済産業大臣の

報告に係る調査を行う場合においては、当該調査に協力しなければならないものとする

ことであります。 

 その三は、「自主検査」を「事業者検査」に改めるものとすることであります。 

 その四は、定期事業者検査を行う特定電気工作物を設置する者は、当該事業者検査の

際、原子力を原動力とする発電用の特定電気工作物であって一定のものに関し、一定の

期間が経過した後に技術基準に適合しなくなるおそれがある部分があると認めるときは、

一定の事項については、これを経済産業大臣に報告しなければならないものとすること

であります。 

 第二は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部改正について

であります。 

 その一は、製錬事業者等がこの法律またはこの法律に基づく命令の規定に違反する事

実がある場合においては、その従業者は、その事実を主務大臣に対するほか、原子力安

全委員会に対しても申告することができるものとすることであります。 

 その二は、文部科学大臣、経済産業大臣または国土交通大臣が保安規定等の認可等の

実施状況について原子力安全委員会に行う報告は、四半期ごとに行うものとするととも

に、文部科学大臣、経済産業大臣または国土交通大臣は、当該報告のほか、この法律の

施行の状況であって核燃料物質もしくは核燃料物質によって汚染されたものまたは原子

炉による災害の防止に係るものについても、原子力安全委員会に報告するものとするこ

とであります。 

 その三は、製錬事業者等は、原子力安全委員会が文部科学大臣、経済産業大臣または

国土交通大臣の報告に係る調査を行う場合においては、当該調査に協力しなければなら

ないものとすることであります。 

 第三は、原子力委員会及び原子力安全委員会設置法の一部改正についてであります。 

 原子力安全委員会は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の規定

により受けた申告について調査し、関係行政機関の長に対して必要な措置を講ずること

を勧告することができるものとすることであります。 

 以上であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

○附帯決議（平成一四年一一月二七日） 

 政府は、今般の原子力発電所における事業者の自主点検作業記録に係る不正等の問題

が、我が国の原子力安全規制行政の在り方や原子力事業に対する国民の信頼を大きく損



ない、原子力施設立地地域の住民に不安をもたらす結果となったことを重く受け止め、

再発防止と原子力に対する国民の信頼の回復を図るため、本法施行に当たり、特に次の

諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 原子力発電所における事業者の自主点検作業記録に係る不正や国の定期検査におい

て偽装が行われていたことを踏まえ、原子力事業者に対して原子炉の安全性について

行っている調査の結果を速やかに報告させるとともに、総点検結果を厳正に審査し、

結果を公表すること。 

二 今般の問題が、今後の我が国のエネルギーの安定供給及び京都議定書の目標達成に

支障を及ぼさないよう、原子力エネルギーの位置付けを含め、エネルギー政策全般に

ついて検討を行うこと。また、自然エネルギーの開発・導入をさらに推進し、自然エ

ネルギー利用の促進を図ること。 

三 当委員会における議論及び参考人の意見等を踏まえ、原子力安全規制の信頼性を回

復するため、原子力安全・保安院がより独立した役割を果たすよう、その在り方につ

いて検討すること。さらに、原子力安全・保安院と原子力安全委員会とのダブルチェ

ック体制の強化の方策についてさらに検討すること。 

四 事業者検査に係る審査結果に対する評定に当たっては、原子力事業者の事業者検査

に係る社内体制や不正防止体制の確立状況について厳格に評定すること。 

五 原子力安全・保安院は、規制機関としての信頼性をより一層高めるため、検査官の

人員の充実、技術評価能力の向上に努めること。 

六 維持基準の意義については、国民や原子力施設立地地域の住民の理解が得られるよ

う十分に説明を行うこと。また、維持基準の作成に当たっては、作成過程の客観性、

透明性を図り、最新の技術的知見を反映した国際的規格が合理的、迅速に活用される

ような措置を講ずること。 

七 事業者点検結果における故障、トラブルに関する報告の判断基準については、でき

るだけ明確・具体的に原子力事業者に示すこと。また、報告の対象とならない軽微な

トラブルについても、原子力事業者において情報を公開し、国がそれをより大きなト

ラブル防止に活用するよう努めること。 

八 申告制度は、社会的な監視により国の原子力安全規制行政を補完する重要な制度で

あることにかんがみ、原子力事業者及び従業員に対し本制度の趣旨、申告手続につい

て周知徹底を図ること。また、申告制度の運用については、原子力事業者のみならず、

請負事業者及びその従業員からの申告についても、申告者のプライバシー保護を図り、

円滑に情報提供が行われるように環境整備に努めること。 

九 原子力発電所の安全確保においては、原子力施設立地地域の住民や地方公共団体と

の信頼関係が重要であることにかんがみ、国及び原子力事業者は、国民、原子力施設

立地地域の住民及び地方公共団体に対し積極的に情報を公開して説明責任を果たし、

原子力安全確保に対する透明性を確保すること。 



三、参議院経済産業委員長報告（平成一四年一二月一一日）   

○田浦直君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、電気事業法及び核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部

を改正する法律案は、原子力発電所における不正問題に対応するため、自主点検の法的

位置付けの明確化、設備の健全性評価の義務化、罰則の強化等の措置を講じようとする

ものであります。 

 なお、衆議院において、経済産業大臣等が原子力安全委員会に行う報告は四半期ごと

に行うものとすること、「自主検査」の用語を「事業者検査」に改めること等の修正が

行われております。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、参考人から意見を聴取すると

ともに、不正問題が生じた理由及び再発防止策、維持基準の導入に当たっての課題、今

後の安全規制体制の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によっ

て御承知願います。 

 質疑を終わり、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して西山委員より両法律

案に反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、順次採決の結果、両法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 なお、両法律案に対しそれぞれ附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一四年一二月一○日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 原子力発電所における事業者の自主点検作業記録に係る不正や国の定期検査におい

て偽装が行われていたことを踏まえ、原子力事業者に対して原子炉の安全性について

行っている調査の結果を速やかに報告させるとともに、総点検結果を厳正に審査し、

結果を公表すること。 

二 今般の問題が、今後の我が国のエネルギーの安定供給及び京都議定書の目標達成に

支障を及ぼさないよう、原子力エネルギーの位置付けを含め、エネルギー政策全般に

ついて検討を行うこと。また、自然エネルギーの開発・導入をさらに推進し、自然エ

ネルギー利用の促進を図ること。 

三 当委員会における議論及び参考人の意見等を踏まえ、原子力安全規制の信頼性を回

復するため、原子力安全・保安院がより独立した役割を果たすよう、その在り方につ

いて検討すること。さらに、原子力安全・保安院と原子力安全委員会とのダブルチェ

ック体制の強化の方策についてさらに検討すること。 

四 事業者検査に係る審査結果に対する評定に当たっては、原子力事業者の事業者検査



に係る社内体制や不正防止体制の確立状況について厳格に評定すること。また、その

評定は、科学的合理性に基づき、原子力事業者にインセンティブを与えるなど、原子

力事業者の自助努力を引き出すような方式とすること。 

五 原子力安全・保安院は、規制機関としての信頼性をより一層高めるため、検査官の

人員の充実、技術評価能力の向上に努めること。 

六 維持基準の意義については、国民や原子力施設立地地域の住民の理解が得られるよ

う十分に説明を行うこと。また、維持基準の作成に当たっては、作成過程の客観性、

透明性を図り、最新の技術的知見を反映した国際的規格が合理的、迅速に活用される

ような措置を講ずること。なお、民間基準を活用するに当たっては、国によるその承

認・審査過程が柔軟性を欠いたものとならないよう留意するとともに、国の行う定期

検査においてもこの活用に配慮すること。 

七 事業者点検結果における故障、トラブルに関する報告の判断基準や保存されるべき

記録については、設備・機器の安全上の重要度を考慮した上で、できるだけ明確・具

体的に原子力事業者に示すとともに、それに基づき報告された内容については、国は

その安全上の影響度を公平・適切に評価し、その結果を遅滞なく、これまで以上に明

確に国民へのメッセージとして発信すること。また、報告の対象とならない軽微なト

ラブルについても、原子力事業者において情報を公開し、国がそれをより大きなトラ

ブル防止に活用するよう努めること。 

八 申告制度は、社会的な監視により国の原子力安全規制行政を補完する重要な制度で

あることにかんがみ、原子力事業者及び従業員に対し本制度の趣旨、申告手続につい

て周知徹底を図ること。また、申告制度の運用については、原子力事業者のみならず、

請負事業者及びその従業員からの申告についても、申告者のプライバシー保護を図り、

円滑に情報提供が行われるように環境整備に努めること。 

九 原子力発電所の安全確保においては、原子力施設立地地域の住民や地方公共団体と

の信頼関係が重要であることにかんがみ、国及び原子力事業者は、国民、原子力施設

立地地域の住民及び地方公共団体に対し積極的に情報を公開して説明責任を果たし、

原子力安全確保に対する透明性を確保すること。 

十 将来の検査制度の在るべき姿として、原子力事業者の保安活動の適切性の確認に重

点を置き、原子力事業者が常に改善努力を行わなければならない仕組みを作るために、

検査制度全体を監査型体系に移行することを含め、検討を進めること。 

 右決議する。 


